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研究要旨 

 

研究１：行政栄養士、防災担当職員、保健師を対象にしたグループインタビュー 

当研究班が令和 2 年度の研究において改定した「避難所における栄養の参照量」（以下、

改定参照量）及びその活用ツールである Q&A、令和 2 年度の研究結果に基づいて改訂した

「栄養に配慮した備蓄と食事計画シミュレーター」（以下、改訂版シミュレーター）につ

いて、グループインタビューで意見を聴取し、改定参照量が被災地の実情を考慮した、達

成しやすい値になったことが確認できた。Q&A（総合研究報告書：成果物 1）に掲載した

改定参照量を満たす食品を示した献立例は参考になると評価された。改訂版シミュレータ

ーはさらに改良を加え、「栄養に配慮した備蓄と災害発生後の食事シミュレーター」（三訂

版シミュレーター）と使用の手引き（総合研究報告書：成果物 2）を作成した。 

 

研究２：弁当業者を対象にした調査 

南海トラフ巨大地震の被害が想定されている某県の弁当製造・販売業者 5 社を対象に、イ

ンタビューまたは質問紙調査を実施した結果、栄養に配慮した弁当提供に関する災害協定

を締結するうえでの障害として、モデル献立に含まれる食材の準備、弁当業者が行政の担

当者・窓口を知らない、大学生協が市区町村と災害協定を締結するためには大学の承認が

必要という 3 点が明らかになった。また、発災後に弁当の内容を変更する際は、弁当に貼

るシールの栄養成分表示と食材調達が障害になることが分かった。 

 

研究３：炊き出し団体へのインタビュー 

6 つの炊き出し団体に対して、高齢者、食物アレルギー、疾病による食事制限の 3 つの観

点から要配慮者対応が可能かをたずねた。要配慮者対応は支援日数が 1 日かつチームに専

門家がいない、もしくは専門家との協働がないボランティア団体では難しいこと、アレル

ギー対応は最も難しいことが明らかになった。一方で、管理栄養士・調理師などの専門家

が関わっていたり、長期間の炊き出しを行える体制を有する団体には要配慮者対応を依頼

できる可能性が高いと考えられた。個別対応の実施には対象人数の把握が求められる一

方、今までに要配慮者からの要望はなかったという回答もあり、自ら声をあげにくい要配

慮者のニーズを吸い上げる体制づくりが求められる。さらに、インタビューでは、当研究

班で考案した栄養に配慮した炊き出し献立が被災地でも調理可能なものになっているか

を確認し、レシピ献立集を完成させた（総合研究報告書：成果物 3）。 
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研究１ 
⾏政栄養⼠、防災担当職員、保健師を 

対象にしたグループインタビュー 
 

A.目的 

A-1. 改定参照量と Q&A について 

当研究班が令和 2 年度に改定した「避難

所における栄養の参照量」（以下、改定参

照量）及びその活用ツールである Q&A につ

いて、行政職員から意見を聴取し、さらな

る改善が必要かどうかを確かめることを

目的とした。 

 

A-2. 改訂版シミュレーターについて 

厚生労働省は令和 2 年 4 月に「大規模災

害時に備えた栄養に配慮した食料備蓄量

の算出のための簡易シミュレーター」（以

下、シミュレーター）を公表した。当研究

班は令和 2 年度に実施した自治体職員対

象のオンラインアンケート等の結果をも

とにシミュレーターを改良し、令和 3 年 9

月に「栄養に配慮した備蓄と食事計画シミ

ュレーター」（以下、改訂版シミュレータ

ー）を作成した。この改訂版シミュレータ

ーが適切に改良されているかを確認する

ことを目的とした。 

 

B.研究方法 

1. グループインタビュー 

令和 3 年 9～11 月に、被災地行政栄養士

12 名（表 1）と、被災経験のある自治体ま

たは首都直下地震や南海トラフ巨大地震

被害想定自治体の防災担当職員 9 名及び

当該都道府県の中の栄養士配置のない市

町村の保健師 2 名（表 2）を対象にグルー

プインタビューを行った。 

 

2.分析 

インタビュー内容は Zoom のレコーディ

ング機能を用いて録画し、専門業者に文字

起こしを依頼した。参加者に確認してもら

った文字起こし原稿から、各インタビュー

項目に関する参加者の発言を抜き出し、研

究目的に資すると考えられるものをまと

めた。 

 

3．倫理的配慮 

本研究は、お茶の水女子大学人文社会科

学研究の倫理審査委員会の規定に基づき、

審査を受け、承認を得て実施した（通知番

号 2021-10）。グループインタビュー参加

者には事前に、所属長と本人宛の依頼文、

インタビューガイド、研究協力同意書を郵

送し、署名した同意書の事前送付をもって

同意の取得とした。 

 

C.研究結果 

C-1. 改定参照量と Q&A について 

 質問項目を表 3 に示す。改定参照量は、

現行の参照量より被災地の実情に即した

ものになったという意見が多く、さらなる

改定を要するという意見はみられなかっ

た（表 4、5）。 

年齢階級別の改定参照量を満たす調理

不要な市販食品の組み合わせ例は参考に

なるが、食品の量は g ではなく、個数や袋

単位で表すとよいという指摘があった（表

6）。 

改定参照量に示したエネルギーと 4 つ

の栄養素（たんぱく質、ビタミン B1、B2、

C）を発災直後から全て満たそうとするの

は難しく、フェーズ毎に優先すべき栄養素

を段階的に示すとともに、それを満たす食

品を示した献立例は参考になると評価さ

れた（表 7）。しかし、現場の状況によっ

ては例示どおりの提供が難しい場合も考

えられるため、発災後 24 時間以内（フェ

ーズ 0）、72 時間以内（フェーズ 1）とい

った時間軸だけでなく、「備蓄食品だけで

対応」「備蓄と調理不要な支援物資で対応」

「温め、和え、炊き出しができる」などの

状況を示すことで、置かれた環境下に合っ
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た献立を選べるようにすることが提案さ

れた。 

 

C-2. 改訂版シミュレーターについて 

食品リストは賞味期間が短過ぎる、品目

が多い等の意見が出されたため、1年以上

の備蓄向き食品と高齢者向き食品には印

をつけ、使用頻度の高い食品をリストの上

位に並べる等の改良を行った。 

日本災害食認証製品の掲載には肯定的

な意見が多かったものの、特定の商品だけ

載っているのは公平性に欠けると判断し、

削除した。 

「各栄養素等の総必要量に対する過不

足判定」では、備蓄の栄養素量がわかり、

どのくらい自助で用意すべきか広報でき

るという意見も出た。防災担当職員からは、

備蓄の栄養素量が参照量に届いていない

という判定を見ると栄養のことも考えな

ければと思う一方で、備蓄食品の選定にお

いて栄養を基準には考えないといった意

見もあった。 

「1日分の食事計画シート」については、

弁当業者に発注するときに内容を伝えや

すくなる、支援物資として要請する品目の

提案に活用できる等の意見が出された。 
 

D.考察 

D-1. 改定参照量と Q&A について 

D-1-1. 改定参照量の内容について 

選定した 6 種類の栄養素の中で不要な

ものがあると回答した参加者はいなかっ

たが、食物繊維や野菜の目標量を設定して

ほしいという声が挙がった（表 4）。実際

に、避難所ではおにぎりやパンなどの炭水

化物中心の食事が多く提供され、野菜が不

足する 1～3）ことが報告されている。その

ため、平常時の目標値である健康日本 21

（第二次）の野菜の目標摂取量 350 g/日

は 4）、多様な食品の入手が限られる災害

時に達成することは難しいと思われる 5）。

食事摂取基準 2020 での食物繊維の目標量

は生活習慣病予防の観点から成人男性で

20〜21g/日、成人女性で 17〜18 g/日と定

められており 6）、不足を予防する量は定

まっていないため、食物繊維の参照量を定

めることは難しい。野菜摂取量の指標とし

てビタミン C の改定参照量を活用し 7）、

野菜不足を回避するための食事提供計画

を立てることが求められる。 

量については、現行の参照量よりも現実

的な値になったという意見が多く確認で

きた（表 4、5）。 

 

D-1-2.各年齢階級の改定参照量を満たす

調理不要な市販食品の組み合わせ 

特に乳幼児、高齢者の組み合わせ例は、

参考になる、説明資料になるという評価だ

ったが、組み合わせ例の食品は個数や袋単

位で記載した方がわかりやすいという指

摘があった（表 6）。過去の災害で栄養・

食事支援を必要としていた要配慮者の中

で、乳幼児、高齢者の割合が高かったこと

から 8、9)、組み合わせ例はこれらの要配慮

者への対応法を知る上で役立つと考えら

れる。 

 

D-1-3.フェーズ毎に示した献立例につい

て 

献立例は参考になるという意見が多く

挙がった。栄養士以外の人が見ても大枠の

考え方が理解できるよう、主食とおかずと

いう形での記載が求められていた。また、

献立表は、朝、昼、夕食別で新たに行を作

ってまとめた方が見やすいという指摘も

挙がった(表 7)。 

避難所では日々状況が変化するため、

フェーズに合わせて食事内容を改善し、栄

養不足を回避する必要がある 10）。そのた

め、段階別に必要な栄養素を示し、献立例

を載せたことについて、目安として良い、

参考になるという意見が挙がった。しかし、

提供される食事内容は避難所間格差があ

り 3,8,11）、災害規模や状況によっては献立

例どおりには食事を提供できないと訴え

る参加者もいた。したがって、フェーズ毎

に「備蓄食品だけで対応」など、目安とな

る食事状況を記載し、置かれた状況に合わ

せて選択できるようにすることがよいと

考えられた。 

一方で、献立例に示した食品を行政で

全て用意することは難しいとのことだっ

た。先行研究においても、公的備蓄の予算

や保管場所は不足しており、地域防災計画

どおりに備蓄できている自治体はわずか

18.9%であることが報告されている 12）。フ

ェーズ毎に示した栄養素を満たすために
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は、栄養に配慮した支援物資や炊き出しの

要請ができるように食料の調達や炊き出

し団体の調整に栄養士が関与できる仕組

みを構築する一方で、避難所に行く際には

家庭備蓄を持参するよう呼びかけること

も必要である。 

 

D-2. 改訂版シミュレーターについて 

グループインタビューからみえたシミ

ュレーターの活用における課題として、以

下の 2 点があげられた。 

D-2-1.防災担当職員にとって、食料備蓄

における栄養の優先順位は高くない 

インタビューでは、保健師から「防災担

当と話したけれど、栄養のことはとても考

えられないと言われた」という意見や、防

災担当職員から「必要最低限のものを備蓄

するという考えでやっている」、「我々は栄

養価を基準として考えず、まずは 3日分の

食数を何とか確保するというのが至上命

題」といった意見が出された。これらの発

言から、被災経験のある自治体や大規模災

害が予想されている自治体の防災担当職

員であっても、食料備蓄において栄養の優

先順位は高くないことがうかがえた。この

原因としては、自治体の備蓄が現状でも十

分でないこと 1)、及び防災における「食」

に対する関心の低さが考えられる 2)。 

公的備蓄の主な課題としては予算や保

管場所の不足が挙げられており、すぐに解

決することは難しい 1)。一方で、栄養や食

に対する防災担当職員の関心を高めるこ

とについては、災害時の栄養・食生活支援

活動の必要性について理解を得る働きか

けが有効である 3)。 

さらに、本シミュレーターも防災職員や

保健師の栄養や食に対する意識を高める

一助となりうることがわかった。「各栄養

素等の総必要量に対する過不足判定」につ

いて、防災担当職員や保健師から「×を示

されるまでは、とにかくお腹が満たされれ

ばよいという意識でいたので、今回示して

いただいたことが改善のきっかけにはな

る」、「×を見ることで栄養のことも考えな

きゃと思う」という意見が出された。備蓄

から供給されるエネルギー・栄養素等の判

定を〇×でわかりやすく表示することで、

栄養の専門知識がない防災担当職員や保

健師にとっても、栄養に配慮した備蓄を考

えるきっかけになる可能性が示唆された。 

 

D-2-2.防災担当職員や保健師と行政栄養

士の連携 

 シミュレーターを活用して災害時に栄

養に配慮した食事を提供するためには、備

蓄や食事の計画・評価を行ったうえで、実

際に食料を調達することが不可欠である。

内閣府の防災対策推進検討会議の最終報

告 4)では「食料の備蓄、輸送、配食等に当

たっては、管理栄養士の活用を図るべきで

ある」と明記され、栄養を考えた食支援を

行ううえでは、管理栄養士・栄養士が食料

の調達・分配に関わることが期待されてい

る 5)。しかし、行政栄養士から「物資の要

請に栄養士が関わることはなかなかない」、

「意見を求められれば出すけれど、機会が

ない」という発言があったように、食料調

達部門と行政栄養士の連携には課題があ

る。平成 30 年の調査によると、行政栄養

士が災害時に従事する予定の支援活動と

して、栄養補給に必要な食品の確保を予定

している市区町村は 30.5%であり、行政栄

養士が食料調達に関与する体制が整って

いる市区町村は多くない 6)。シミュレータ

ーを活用し、災害時の栄養・食生活支援を

行うためには、平常時から、災害時の食料

担当者と行政栄養士の関係づくりを行っ

ておくことに加え 7)、Y 県保健所設置市の

防災担当職員が「行政栄養士が災害時に果

たす役割を議論し、食事の調達に栄養士が

関わる重要性を上司に訴え、理解してもら

った」と話していたように、行政栄養士が

食料の調達に関与することについて自治

体内で理解を得ることが必要である。 

 また、災害時の栄養・食生活支援を円滑

に行うためには、保健師との連携も重要で

ある。保健師は災害時に避難所の環境整備

や避難者の健康管理、被災地域の健康課題

等を市区町村の災害対策本部や保健所に

報告する活動に従事する 8)。保健師が栄養

や食事を意識しながら活動することで、災

害対策本部等に食事内容の改善などにつ

いて働きかけることも期待できるため、保

健師にも栄養・食生活支援の重要性を認識

してもらうように働きかけることも重要

である。 
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E.結論 

E-1. 改定参照量と Q&A について 

改定参照量が被災地の状況を考慮した、

達成しやすい値になったことが確認でき

た。改定参照量とそれを満たす食品例の提

示は、行政が家庭備蓄を促進する際にも役

立つ可能性が示唆された。 

 

E-2. 改訂版シミュレーターについて 

改訂版シミュレーターは使いやすく改

良されていることが確認できた。防災担当

職員や保健師の栄養に対する意識を高め

る効果も期待できる。 
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研究２ 
弁当業者を対象にした調査 

 

A.目的 

栄養に配慮した弁当提供に関する協定

締結と発災後に弁当の内容を改善する際

の障害等を明らかにすることを目的とし

た。 

 

B.研究方法 

令和 4 年 1月、南海トラフ巨大地震の被

害が想定されている某県の弁当製造・販売

業者 5 社を対象に、インタビューまたは質

問紙調査を実施した。インタビューをした

業者は、大手コンビニエンスストアエリア

フランチャイザー、スーパーマーケット、

大学生協 2社であり、インタビューが実施

できなかった仕出し業者には同じ内容の

質問紙への回答を求めた。各社の事業内容

及び1日の弁当製造数と種類を表1に示す。 

 

3. 倫理的配慮 

本研究はお茶の水女子大学人文社会科

学研究の倫理審査委員会の承認（通知番号

2021-17）を得て実施した。参加者には、

事前に依頼文、インタビューガイド、研究

協力同意書を送付し、署名入り同意書の返

送をもって同意の取得とした。インタビュ

ーの内容は、参加者の同意を得たうえで

Zoom のレコーディング機能により録音し、

専門業者が文字起こし原稿を作成した。 

 

C.研究結果 

業者が自治体と締結している災害協定

には、栄養に配慮した弁当提供に関する内

容は含まれていなかった。 

市区町村が提示する献立の内容で協定

を締結することに関しては「平常時から献

立に含まれる食材を調達し常備しておく

必要があるため、難しい」、「使用する食材

全ての調達経路や備蓄の有無を考える必

要がある」といった意見が出された。 

発災後に弁当の内容を変更することに

ついては「正確な栄養成分表示をするため

に化学分析が必要となり、提供が間に合わ

ない」、「食材の用意も含め具体的な変更案

があれば対応できる」等の回答であった。 

災害時の弁当提供に関して、事前に自治

体と相談したいことや不安を感じること

をたずねたところ、5 社中 3 社が弁当の配

送に言及した。「行政の部署・担当者が明

確になっていないことが一番不安」、「担当

者は管理栄養士かつ、災害時のことを常に

考えている人（防災担当職員など）がよい」

といった意見も出された。 

 

D.考察 

D-1. 災害時の弁当提供に関する事前協

議や協定の重要性 

『大規模災害時の栄養・食生活支援活動

ガイドライン』1)には、平常時の準備とし

て、「災害時に提供する弁当等について、

内容や運搬、保管等の方法を事前に協議し

ておく」と記載されている。本研究のイン

タビューでは、災害時の弁当提供について

自治体と協定を締結していた業者であっ

ても、内容等も含めた協議は行っていなか

った。 

過去の災害の事例をふまえると、災害時

に弁当を迅速かつ安全に提供するうえで、

自治体と弁当業者による事前の協議や災

害協定は大きな鍵になるといえる。熊本地

震では、災害発生後に急遽弁当業者を選定

したために、提供能力を上回る受注をして

しまう等、衛生管理面で心配される弁当業

者がみられた 2)。一方で、平成 26 年の広

島土砂災害では、避難所で提供する弁当を

協定業者に依頼し、避難所開設日の昼食か

ら弁当を提供することができた 3）。本研究

のインタビューにおいては、「事前に災害

時の話をしたところにはきちんと供給し

なきゃと思う」という意見があったことか

ら、事前の協議や協定は、業者側の積極的

な準備を促す可能性も示唆された。 

 

D-2. 栄養に配慮した弁当提供に関する

災害協定を締結するうえでの課題 

D-2-1.モデル献立に含まれる食材の準備 

先行研究では、災害時に栄養に配慮した

弁当を提供するために望まれる取り組み

として、弁当のモデルメニューや献立作成

基準を示しておくこと、平常時から業者と

災害時のメニューについて連携体制を構

築することが挙げられている 1, 4, 5)。これ

らの提案をもとに、本研究では、市町村が

提案した献立で協定を締結することは可

能かどうかをたずねたところ、平常時から
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献立に含まれる食材を備蓄したり、調達経

路を考えたりする必要があることが明ら

かになった。東日本大震災では、ガソリン

などの燃料不足や通信の寸断に加え、沿岸

部の倉庫が被災したことによる加工食材

の供給不足等、食材調達には様々な困難が

生じた 6)。災害時に栄養に配慮した弁当を

提供するためには、事前にモデル献立を提

示するだけでなく、食材調達も併せて検討

しておかなければ、実現は難しいことが分

かった。 

 

D-2-2. 業者が行政の担当者・窓口を知ら

ない 

インタビューでは「災害発生時の対応に

ついて話をする行政の担当者が明確にな

っていないことが一番不安」という意見が

出された。全国市区町村のうち、被災者へ

提供する弁当等について事前に業者等と

協定を締結しているのは約 3 割にとどま

っていることから 5)、弁当業者が行政の担

当者を把握していないのは、インタビュー

をした業者に限った問題ではないと考え

られる。 

平常時から行政と業者が連携を深める

ことの重要性は、被災経験のある自治体か

らも報告されている 7)。災害時の食事提供

について具体的な協議を進める前段階と

して、行政の担当者と弁当業者で顔の見え

る関係をつくる働きかけが必要である。し

かしながら、食品製造施設などの監視指導

は保健所の業務であり、市区町村の職員が

弁当業者と関わる機会は少ない。保健所設

置市・区であっても、このような衛生環境

業務は保健部門の仕事であり、災害協定等

の締結に関わる防災部門の職員とは、日常

業務を通じた接点はないのが現状である。

「顔の見える関係づくり」というのは防災

においてよく言われる言葉ではあるが、行

政の現場においては部門間の連携を図る

ことも困難なことが多い 2)。 

 

D-2-3. 大学生協が協定を締結するため

には大学の承認が必要 

市区町村との災害協定について、大学生

協 2 社は「市区町村との協定を結ぶのは難

しい」、「協定を結ぶためには大学の承認が

必要」と回答した。 

消費生活協同組合法（以下、生協法）で

は、原則として組合員以外の者は事業を利

用できないと定められている。大学生協が

地域住民に弁当を提供することは、生協法

の原則に反するため、大学生協 2 社はこの

ような回答をしたと考えられるが、災害時

には柔軟な対応も必要である。 

 平成 24 年に首都直下地震帰宅困難者等

対策協議会が発表した最終報告 8)におい

て、地域全体が危険になったときなどの一

次避難場所として大学が挙げられている

ように、大学は被災した近隣住民や帰宅困

難者に対する災害対応活動の拠点として

の役割が期待されている 9)。実際に熊本地

震においては、熊本学園大学が避難所とし

て地域住民を 45 日にわたって受け入れた

という事例もある 10)。日本私立大学連盟

インテリジェンスセンター政策研究部門

会議の報告書では、「震災後、大学の施設

等が地域貢献に有用であることを考慮す

ること、とくに学生食堂およびそこで備蓄

された食糧の活用も検討されるべきであ

る」と記載されており 11)、大学が避難所

となった場合、調理設備があり食品や飲料

を備蓄している大学生協は、避難者への食

事提供に大きく貢献する可能性がある。し

かし、大学生協が組合員以外に食事を提供

することは生協法に抵触する可能性があ

り、インタビューの回答にもあったように、

少なくとも大学の承認が必要となるであ

ろう。全国の自治体を対象に大学との連携

状況を調査した結果、管内に大学がある自

治体のうち、大学と協定を結んでいた自治

体は、2013 年の時点で 12.2%と大変少なか

った 9)。災害時に災害対応活動の拠点とし

て大学や大学生協を活用するためには、各

自治体が大学と協定を結び平常時より連

携を図っておくことに加え 9)、大学生協も

交えて災害時の食事提供について協議す

ることが重要である。 

 

D-3. 発災後に弁当の内容を改善する際

の障害 

D-3-1. 栄養成分表示 

 インタビューでは、発災後に弁当の内容

を改善することが難しい理由として、栄養

成分表示を書き換える必要性が挙げられ

た。栄養成分表示は、食品表示法の下位法

令である食品表示基準において、一般用加

工食品に表示することが義務付けられて
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いる。栄養成分表示は、消費者が自主的に

食品を選択するうえでの情報源として重

要であるが 12)、災害時には、弁当の内容

を柔軟に改善する足かせになりうること

が明らかになった。 

 

D-3-2. 食材調達 

東日本大震災のような大規模災害が発

生すると、平常時のような食材調達はでき

ず、手に入る食材で献立を考えることにな

る 6, 13)。本研究のインタビューでは、「弁

当の内容を変更する際は、案を示してもら

った方がいい」という意見とともに「弁当

の内容を指定されても、食材が調達できな

いと作れない」という意見が出された。 

熊本地震において、日本栄養士会災害支

援チーム（JDA-DAT）は、弁当献立を作成

し業者に提供した 14）。この献立は、栄養

面に配慮されているだけでなく、現地で入

手可能な食材を使用したものであった。発

災後には食材調達が大きな課題となるた

め、栄養に配慮した内容への変更を提案す

る際は、上記の事例のように、入手可能な

食材を使った献立を作成することが求め

られる 6)。 

 

D-4. 事前の協議・協定と発災後の内容改

善に行政栄養士が関与する重要性 

災害時の食事提供における行政栄養士

の関与の重要性は、栄養への配慮という視

点から複数の先行研究において指摘され

てきた 4, 5)。本研究のインタビューでも、

「行政の担当者は管理栄養士がよい」とい

う意見が出されたが、その理由は、担当者

が食事のことについてわかっていれば、弁

当の製造や卸のことも同じ目線で理解し

てもらえるからというものであった。避難

所での弁当提供において、行政栄養士は栄

養の知識だけでなく、食材発注、衛生管理、

食数管理、大量調理といった給食経営管理

分野の知識も求められていることが明ら

かになった。また、弁当業者との交渉に行

政栄養士が関わることで、話し合いを円滑

に進められる可能性が示唆された。 

 

E.結論 

栄養に配慮した弁当提供に関する災害

協定を締結するうえでの障害として、モデ

ル献立に含まれる食材の準備、弁当業者が

行政の担当者・窓口を知らない、大学生協

が市区町村と災害協定を締結するために

は大学の承認が必要という 3 点が明らか

になった。 

また、発災後に弁当の内容を変更する際

は、弁当に貼るシールの栄養成分表示と食

材調達が障害になることが分かった。 

弁当業者にとって、行政の担当者は、食

事提供や弁当の製造等の理解が得られる

行政栄養士が望ましく、避難所での弁当提

供において、行政栄養士は栄養の知識だけ

でなく食材発注、衛生管理、食数管理、大

量調理といった給食経営管理分野の知識

と理解も求められていることが明らかに

なった。 
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研究３ 
炊き出し団体へのインタビュー 

 
A.目的 

炊き出し団体が被災者への食事提供の

中で要配慮者対応ができるかどうかを明

らかにすることを目的とした。 

 

B.研究方法 

令和 3 年 12 月から令和 4 年 1 月に、自

衛隊と5つのボランティア団体の計6団体

に対してインタビューを行い、支援日数と

提供食数のほか、要配慮者対応として、①

高齢者に対するおかゆやおじやの提供、②

食物アレルギー患者に対する原因食品の

代替食品への変更、③食事制限のある被災

者に対する盛り付け量の変更と食材を変

更した料理の提供が可能かどうかをたず

ねた。 

ボランティア団体は 3つの日本赤十字

奉仕団（A 市と B 市の奉仕団および管理栄

養士・栄養士で構成される特殊赤十字奉仕

団）、日本調理科学会との協働で炊き出し

レシピ集を出版している NPO キャンパー、

発災直後の急性期から炊き出し支援を行

い、管理栄養士または調理師を炊き出しチ

ームに入れているピースボート災害支援

センター（以下、PBV）であった。 

 

C.研究結果 

3 つの日赤奉仕団はいずれも支援日数

が 1 日であり、その他は被災地に長期間常

駐して支援すると回答した。 

3 つの要配慮者対応のうち、アレルギー

対応が可能な団体が最も少なく、2団体で

あった。A 市と B 市の奉仕団は対応したい

が実施は難しいと 3 項目全てに対して回

答した一方、自衛隊と PBV は全て対応可能

と回答した。自衛隊と PBV ともに対応には

対象人数の把握が必要だと回答し、自衛隊

はさらに自治体との協力が必要だと述べ

た。 

NPO キャンパーは今までに被災者から

軟らかい食事やアレルギー対応の希望は

なかったことに言及した。 

 

D.考察 

D-1．要配慮者対応は単発支援や専門家と

の協働がないボランティア団体では難し

い 

 A 市・B 市奉仕団は全ての項目に対して、

対応したいが難しいと回答し、その他の 4

団体はいずれかの要配慮者支援が可能と

回答した。NPO キャンパーは協働する日本

調理科学会からレシピなどの情報提供を

受けており、特殊赤十字奉仕団には管理栄

養士・栄養士が所属し、PBV は炊き出しチ

ームに管理栄養士または調理師を含める

という特徴があった。唯一ボランティア団

体ではない自衛隊は職務として給食支援

部隊が食事提供を行う。以上のことから、

要配慮者対応ができるのは、調理に関する

専門的知識を持つ人員や長期間の炊き出

しを行える体制を有する団体に限られる

可能性が示された。 

 

D-2．要配慮者のニーズ把握の重要性 

 自衛隊と PBV は支援が必要な人数が分

かればアレルギー対応や盛り付けの変更

も可能と回答し、要配慮者のニーズを把握

する体制づくりが重要であることが明ら

かになった。 

 一方で、避難所で提供される食事が食べ

られない被災者の存在はこれまでも指摘

されてきたが 1）、NPO キャンパーは軟食も

アレルギーの要望も今までほとんど無か

ったと回答していた。病気のある人は遠慮

や病気を知られたくないという思いがあ

ることや 2）、食事の時間になっても支援物

資を取りに行かない要配慮者がいること

が報告されており 3）、要配慮者は支援の必

要性を自ら発信しない傾向がうかがえる。

過去の災害では、被災地外から派遣された

管理栄養士・栄養士が避難所を巡回し、要

配慮者の把握に貢献していたことから 4）、

専門職の受入体制を構築し、自ら声をあげ

にくい要配慮者のニーズを吸い上げる仕

組みづくりが求められる。 

 また、ニーズを把握しても被災者が異な

る避難所に移動すると継続的な支援がで

きなくなることも課題であり 5）、情報の引

き継ぎや共有方法も検討しておくと継続

的な支援が可能となる。 

 

D-3．長期支援可能な支援団体の重要性 

 軟らかい食事を求める高齢者のために

おかゆやおじやを調理できるかという質
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問に対し、PBV が｢支援日数が 1 日だけの

団体に依頼するのは難しい｣と回答したこ

とから要配慮者対応は支援日数が長い炊

き出し団体でないと難しいことがわかっ

た。災害時には、被災地外からの人的支援

が多く入るが、派遣日数が長い支援チーム

の方が仕事を頼みやすかったことが報告

されており 6)、要配慮者への食事支援を依

頼する場合も同様であると考えられる。 

 長期支援を行うには資金確保が不可欠

であり 7）、災害救助法を改定し、立て替え

払いではなく現金を炊き出し団体に提供

することも求められている 7,8）。行政から

の資金援助が長期支援可能なボランティ

ア団体の増加を促し、要配慮者対応を強化

できる可能性がある。 

 また、東日本大震災ではシダックスフー

ドサービス株式会社による長期支援も行

われた 7）。このような給食会社には要配慮

者対応のノウハウを持つ管理栄養士が在

籍しており、長期間にわたる要配慮者対応

を依頼できる可能性があるため、食の分野

における民間企業との災害協定も重要で

ある。 

 

D-4．自衛隊との連携体制の構築 

 自衛隊はその支援を必要とする対象者

数が分かれば全て対応可能だと回答し、対

応食頒布の場所を示す張り紙の作成や被

災者に確実に手渡せるような体制を自治

体が構築できれば柔軟に対応できること

が明らかになった。自衛隊の食事の硬さや

量が合わず食事量が減少した高齢者の存

在も報告されているが 3,9）、要望を伝えれ

ば改善できることがわかった。 

 自衛隊に炊き出しを依頼する際の留意

点は、自治体が献立や食材を用意する必要

があることである 10)。本研究でたずねた

ような、たんぱく質量の異なる食材を使用

する際は食材の変更案を事前に検討して

おく必要があり、病態ごとの食事管理の知

識を持つ行政栄養士の関与が有効である。

また、材料を変更して調理を行う場合は機

材の容量により 50 人単位での調理となる

ため、自治体であらかじめ食事の運搬方法

を検討しておけば、複数の避難所における

要配慮者のニーズをまとめて調理を依頼

できる可能性もある。 

 

D-5．アレルギー対応の難しさ 

 アレルギー対応が可能と回答した団体

は 2 団体と最も少なく、対応の難しさが明

らかになった。該当食材を少量摂取するだ

けでも強いアレルギー反応が出る可能性

があるなど、特に厳密な配慮が必要であり、

混乱した被災地での対応は難しいためだ

と考えられる。東日本大震災の発災から約

3 週間後の調査では、高齢者向けの特別食

や糖尿病食・高血圧食は約 10％の避難所

で対応できていた一方、アレルギー対応は

2％と、要配慮者支援の中でも対応できる

避難所はわずかであり、本研究と同様の結

果が示されていた 11）。そのため、災害時

要配慮者こそ自衛のための家庭備蓄が求

められるが、備蓄をしていても震災後に足

りなくなったという報告もあり 12）、長期

間にわたり物資が手に入らない事態が予

測される今後の災害に向けて支援強化の

方策を検討する必要がある。 

 

E.結論 

要配慮者対応は支援日数が 1 日かつチ

ームに専門家がいない、もしくは専門家と

の協働がないボランティア団体では難し

いこと、アレルギー対応は最も難しいこと

が明らかになった。一方で、管理栄養士・

調理師などの専門家が関わっていたり、長

期間の炊き出しを行える体制を有する団

体には要配慮者対応を依頼できる可能性

が高いと考えられた。個別対応の実施には

対象人数の把握が求められる一方、今まで

に要配慮者からの要望はなかったという

回答もあり、自ら声をあげにくい要配慮者

のニーズを吸い上げる体制づくりが求め

られる。 
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研究１の表 

表 1：グループインタビューに参加した被災地⾏政栄養⼠の⼈数と内訳 
被災した⾃然災害の種類 地震 

（A 県） 
地震・津波 
（B 県） 

豪⾬ 
（C 県） 

 
計 

実施⽇ 10 ⽉ 7 ⽇ 10 ⽉ 13 ⽇ 10 ⽉ 15 ⽇  
県庁 0 0 1 1 

県型保健所 1 3 1 5 
市型保健所 1 0 1 2 

市 0 1 1 2 
町 1 1 0 2 
計 3 5 4 12 
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表 2：グループインタビューに参加した防災担当職員及び栄養⼠配置のない市町村の保健師の⼈数と内訳 
 過去の被災県 今後、災害による被害が想定されている県  
 地震 

（w 県） 
地震・津波 

（x 県） 
南海トラフ巨⼤地震 

（y 県） 
⾸都直下地震 

（z 県） 
 
 

実施⽇ 9 ⽉ 27 ⽇ 11 ⽉ 11 ⽇ 10 ⽉ 28 ⽇ 11 ⽉ 5 ⽇ 11 ⽉ 24 ⽇  
 防災担当職員 保健師 防災担当職員 保健師 防災担当職員 保健師 防災

担当
職員 

保健師 防災
担当
職員 

保健師 計 

県庁 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 3 
保健所 
設置市 

0 0 0 0 1（管理 
栄養⼠） 

0 1 0 0 0 2 

市 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 2 
町 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 4 
計 1 0 2 0 3 1 2 0 1 1 11 
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表 3：改定参照量と Q&A に関する質問項⽬ 
質問 対象者 
 ⾏政栄養⼠ 防災担当者 保健師 
(1) 改定参照量を⽰したエネルギー・栄養素の種類と値についてどう思うか。 ◯* ×** × 
(2) ⾷塩相当量の値についてどう思うか。 ◯ × × 
(3) 各年齢階級の改定参照量を満たす市販⾷品の組み合わせ例についてどう思うか。 ◯ ◯ ◯ 
(4) ⽇本栄養⼠会災害⽀援チーム（以下、JDA-DAT）が特殊栄養⾷品ステーションから⾷品

を調達し、組み合わせて箱詰めにした場合、対象者に渡すなどの対応を避難所で⾏うこ
とはできるか。*** 

× ◯ ◯ 

(5) フェーズ毎に優先すべき栄養素の段階的提⽰とそれを満たす献⽴例を提⽰したことにつ
いてどう思うか。 

◯ ◯ ◯ 

* 質問した 
** 質問しなかった 
*** 報告書では割愛 
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表 4：質問（1) 改定参照量を⽰したエネルギー・栄養素の種類と値についてどう思うか 
⾏政栄養⼠ 
都道府県 質問内容 発⾔内容 
A 県 栄養素の種類 ・これだけあれば⼗分だと思う。[県型、市型保健所、町] 

量 ・要は不⾜しない程度の⽬安がちゃんと⽰されているということが多分⼤事だと思う。[県型保健所] 
・⽐較する量と差があるというふうに、栄養の知識がない⼈は数字だけ⾒たりするので、この⽅が現状に合っ
ている。[市型保健所] 
・不⾜しないことを第⼀としたほうがよいので、この値でよい。ちょっとでも現実可能な数字には近づいたの
かなと思う。[町] 

B 県 栄養素の種類 −* 
量 ・参照量としてはこれでよい。⾮常にわかりやすく解説されているので、ここを理解していれば参照量の使い

⽅もスムーズに⾏く。[県型保健所] 
C 県 栄養素の種類 ・実際に災害時にやっぱり野菜の摂取が⼀番できないというところがあったりしたので、⾷物繊維はあっても

良いと思う。[市] 
・災害時は野菜が不⾜しやすいので、健康⽇本 21 の⽬標である野菜１⽇ 350ｇは難しい。野菜の⽬標量があ
ってもいいのかなという気がする。[県型保健所] 

量 ・献⽴を考えやすくなるし、⽬標量を下げていることによってやりやすくなるというイメージも持つ。[県庁] 
・必要最低限、現実的な⽬標にすることで追いやすくなる。[市型保健所] 

[ ]：グループインタビュー時の所属 
*：異議なし 
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表 5：質問（2) ⾷塩相当量の値についてどう思うか 
⾏政栄養⼠ 
都道府県 発⾔内容 
A 県 ・⾷中毒予防の観点においても、ある程度の味はつけざるをえないと思う。⽬安としては８g で⼗分。[県型保健所] 

・男⼥別じゃないほうが業者さんに⾷塩の⽬標値をお伝えしやすいので、この値でよい。[市型保健所] 
・当県の災害のときは弁当屋につくってもらうよりも既存のお弁当（こちらで中⾝を指定してつくってもらうのではなくて、
既にお弁当屋さんが⽇ごろからつくっているもの)の配付が多かった。既存のお弁当を配るとなったときは難しいと感じる。[町] 

B 県 ・当県は⾷塩の摂取量が多いので、県の⽬標は９g。⾷事摂取基準に合わせると厳し過ぎるので、８g であれば適当。[県型保健
所] 
・弁当が薄味だと⾷べてもらえないという問題があるので、⾼⾎圧等健康を害することのなく、且つ実現可能性を保つ数字と
して８g で納得。[市] 
・当町の平均も 10g とか９g で、⾷事摂取基準の 7.5g とか 6.5g となると現実離れしているので８g ぐらいでよい。[町] 

C 県 ・基本８g でよい。 [県型、市型保健所] 
・８ｇでよい。実際に現場で⾒てきた中で、災害に遭われた⽅は⾃宅に戻られて⽚づけをしてぐったりして帰ってくるので、
制限、制限と⾔うと精神的にも追い詰められると思うので、ある程度緩くしてあげるほうがよい。[市] 

[ ]：グループインタビュー時の所属 
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表 6：質問（3) 各年齢階級の改定参照量を満たす調理不要な市販⾷品の組み合わせ例についてどう思うか 
⾏政栄養⼠ 
都道府県 発⾔内容 
A 県 ・乳幼児、⾼齢者はこのような形の提案で良い。組み合わせ例をもとに微調整すれば、本⼈にあった対応が可能。[県型保健所] 

・乳幼児と⾼齢者向けの組み合わせ例は重要。介護⾷は幼児、成⻑期、成⼈でも⾷べて良いことがわかる。パンやベビーフー
ドの量は個数や袋単位でも表した⽅がよい。[町] 

B 県 ・当市の場合は地域の⽅が避難所の運営で活躍することも多いので、組み合わせ例は説明材料・資料として使える。[市] 
・組み合わせ例があれば、栄養⼠がいなくても誰でも配れるし、購⼊する場合も必要なものがわかってよい。[県型保健所] 

C 県 ・現場で栄養⼠以外の⽅が⾒でも、提供すべきものがわかる。[県型、市型保健所] 
・参考までにこういう組み合わせをしたらいいですよという提⽰があれば、被災者が⾃分に合った⾷品を持って⾏ける。ベビ
ーフードを必要とされる⽅は少なく、たくさん余っていたので、市の栄養⼠が避難所に出向いていって、⾼齢者にいろんなサ
ンプルを⾒せながら話をして⾷べてもらった。組み合わせ例をそのまま使うというよりも、栄養⼠が実際にあるものを⾒て、
加⼯して使っていくと思う。[市] 
・災害時は、余っているベビーフードを⾼齢者に⾷べてもらっていたような気がする。[県庁] 

防災担当者 
都道府県 発⾔内容 
w 県 ・これは必要だと思う。[町] 
x 県 ・⼀般職員への情報共有と必要性を訴求する意味でも効果的。 [県庁] 
y 県 ・対応法がわかるので参考になる。[県庁、保健所設置市、町] 
z 県 ・計画的に対応しようとしても、避難所を運営する町会さんが、とりあえず配っていいよみたいに指⽰してしまうかも。 [保

健所設置市] 
・個別対応は難しい。[市] 
・実際に現場できちんと仕分けして必要な⼈の元に届けられるか不安。[県庁] 
・参考にはなる。個別対応は難しいので、これを参考にご家庭に⾃由に持っていってもらうような形になると思う。[町保健師] 
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表 6：質問（3) 各年齢階級の改定参照量を満たす調理不要な市販⾷品の組み合わせ例についてどう思うか（つづき） 
保健師 
都道府県 発⾔内容 
x 県 ・避難所の⾷事を⾷べられない⽅が栄養を摂れる内容になっている。液体ミルクも便利でよい。[町] 
[ ]：グループインタビュー時の所属 
 
表 7：質問（5）フェーズ毎に優先すべき栄養素の段階的提⽰とそれを満たす献⽴例を提⽰したことについてどう思うか 
⾏政栄養⼠ 
都道府県 発⾔内容 
A 県 ・ビタミンを４⽇⽬から対応するのは難しいが、⽬安として必要。フェーズ毎に現場の状況が書いてあるとよい。 ⼀般の⼈は、

主⾷とおかずという考えで⾒ると思うので、⼤枠の考え⽅が背景にあるとよい。4〜7 ⽇⽬の献⽴表は縦⻑で⾒づらいので、朝、
昼、⼣⾷別で⾏を作って⽰した⽅がよい。[県型保健所] 
・ビタミンは、４⽇⽬はまだ現実には厳しいが、⽬安として書かれるのであればよい。弁当は、ご飯とたんぱく質源だけで、
野菜がちゃんと⼊っていないとか、物資がどのくらいで届くかわからないことがあるので、４⽇⽬で確実にというのはどこも
⾔えない。当市でも住⺠で炊き出しをするが、⼤分経ってからでないと無理だった。[市型保健所] 
・このとおりに実際提供できるかは災害によると思うが、⽬標としてはよい。家庭備蓄を啓発するための資料として使えそう。
[町] 

B 県 ・⽇にちごとにメニューが書いてあってわかりやすい。[県型保健所] 
・４⽇⽬以降、当市の災害時は朝と晩が弁当だった。⽇中は被災した⼈は家の⽚づけや仕事に⾏ったりして、昼は弁当ではな
くてパンだったので、朝⾷と昼⾷の献⽴を逆にしたほうがよい。[市] 

C 県 ・2 ⽇⽬以降、カップ麺だとお湯が要るので、提供できる場合とできない場合がある。[県型保健所] 
・4 ⽇⽬からすぐにこれに対応できるかどうかわからないが、⽬標とするにはよい。[市型保健所] 
・現場にあっているようなフェーズになっている。災害の状況によって、提供できるものが変わってくる。[市] 
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表 7：質問（5）フェーズ毎に優先すべき栄養素の段階的提⽰とそれを満たす献⽴例を提⽰したことについてどう思うか（つづき） 
防災担当者 
都道府県 発⾔内容 
w 県 ・フェーズ毎に何を備蓄すればよいかわかる。賞味期限が最低でも 1 年半でなければ、ローリングストックが難しい。災害の

ときは、おかずもついた⾷事を３⽇⽬までに提供していた３⽇⽬ぐらいまでは備蓄しているものを吐き出すだけなので、炊き
出しが始まるまでのメニューは出せそう。農家も被災して収穫できないため、畑の作物で炊き出しを⾏った例は確認できなか
ったが、町⺠の⽅が野菜などの作物を避難所等へ差し⼊れに来てくださった。[町] 

x 県 ・よく考えられた内容。3 ⽇⽬以内は、基本的にはまだ市町村独⾃の備蓄での対応をしていると思うので、たんぱく質までとな
ると難しい。これに準じたような形でメニュー提供ができたとすればすばらしいなと思う反⾯、⼤規模災害クラスを想定でき
るのかなと。[県庁] 
・こういう提⽰、参考例があることによって、スーパー系の業者の⽅に発注しやすい。⾷べる側としては申し分ない。[市] 

y 県 ・参考になる。 [県庁] 
・防災部⾨との協議に理解が深まる具体的な資料になる。当市は分散備蓄をしているため、⼊れ替え作業が⼤変。公的備蓄の
限界もあるので、個⼈備蓄を勧める。 [保健所設置市] 
・⾮常にわかりやすくてよい。ただ、当町は今の段階で１⽇分だけしか備蓄はできていない。流通業者が全然ない町なので、
流通備蓄もなかなか難しい。個⼈で備蓄を進めてもらう上で、参考になりそう。[町] 

z 県 ・当市ではここに⽰されているたんぱく質源のものは⼊れていないので、栄養素的には賄うことができるのか疑問。配るのは
町会の⽅々と避難所の運営職員になるが、栄養価を考えた配り⽅は難しそう。⽸詰類は箱単位になってくると結構重いので、
どこまで対応できるかというのも⼼配。[保健所設置市] 
・内容については、多分、好き嫌いが出るのかなと。 [市] 
・４⽇⽬以降はかなりプレッシャーが⼤きい。品数がふえればふえるほど管理、配布にも時間がかかり、運営する側の負担も
増える。2 ⽇⽬までもこの通りにできるか疑問。[県庁] 

保健師 
都道府県 発⾔内容 
y 県 ・配布については、住⺠の協⼒を借りるなど体制づくりが必要。[町] 
z 県 ・⾏政側としてはもうこれが精いっぱい。４⽇⽬は出すのが⼤変。献⽴は、被災者⽬線でも普段から備蓄をして避難所に⾏か

ないともたないと思う。[町] 
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研究２の表 

表 1：インタビュー参加事業者の弁当製造・販売に関する事業内容、1 ⽇の弁当製造数と種類 
 
 

 事業内容 1 ⽇の弁当製造数・ 種類 
コンビニ A 管轄する 139 店舗中 85 店舗の店内調理場と、⼯場での弁当製造 1 店舗あたり約 50 ⾷・ 5~20 種類 
スーパーB 総菜センターと管轄するスーパー11 店舗で弁当の製造・販売 5 種類を計 300 ⾷ 
⼤学⽣協 C ⼤学⾷堂で弁当を製造し、⾷堂と購買で販売 12 種類を計 400 ⾷ 
⼤学⽣協 D ⼤学⾷堂で弁当を製造し、⾷堂と購買で販売 10 種類を計 500 ⾷ 
仕出し業者 E 弁当、惣菜等の製造・販売 15 種類を計 400 ⾷ 


